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多摩都市モノレール株式会社 

 

第１ 監査の目的 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項の規定に基づき、都が出資等を行ってい

る団体に対して、団体の事業が出資等の目的に沿って適切に運営されているか、監査を実施する。 

 

第２ 監査の対象 

１ 監査対象団体及び所管局 

  監査対象団体 多摩都市モノレール株式会社 

  所 管 局 都市整備局 

 

２ 事業の内容 

（１）事業の概要 

多摩都市モノレール株式会社（以下「会社」という。）は、多摩地域を南北に結ぶモノレールを建

設し運営することにより、多摩地域の南北方向の公共交通網を充実させ、沿線各地域の発展に資す

ることを目的として、東京都、沿線５市（八王子市、日野市、立川市、東大和市及び多摩市）及び

民間の共同出資により、昭和６１年４月に設立され、軌道法（大正１０年法律第７６号）に基づく

一般運輸業（モノレール事業）を行っている。 

会社は、都と共同で多摩センターから上北台間の全長１６．０km（駅数１９）を表１のとおり建

設し、運輸事業を実施している。 

 

（表１）事業の概要 

多摩センター～上北台 

第Ⅰ期 立川北～上北台（8駅 5.4km） 平成 10.11.27 開業 区 間 

第Ⅱ期 多摩センター～立川北（11駅 10.6km） 平成 12.1.10 開業 

ｲﾝﾌﾗ部 都施行  1,163 億円 
建 設 費 

ｲﾝﾌﾗ外部 会社施行 1,258 億円 
合計 2,421 億円 

営業キロ １６．０km 最高運転速度   ６５km/h 

所要時間 ３６分 表 定 速 度 約 ２７km/h 

駅 数 １９駅 

４両編成×１６編成（運用：１３編成、予備：１編成、検修：２編成） 
車 両 

定員：４１０名～４１２名 

構 造 全線複線 高架専用軌道 

方 式 跨座（こざ）式モノレール ワンマン自動列車運転装置方式 

北行  １２３本／日 北行  １０７本／日 
運行本数 平日 

南行  １２０本／日 
土休日

南行  １０６本／日 

最混雑時 ６分 間隔 
運転間隔 平日 

昼間 １０分 間隔 
土休日 終日  １０分間隔 
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  （表２）施設の概要 

施 設 名 施設概要 

竣  工 敷地面積 構 成 

運営基地 
平成 ９年２月 54,742.27 ㎡ 

管理棟、操車場(東京都住宅供給公社

の住宅と合築）、整備場 

東中野 平成１１年１月  699.89 ㎡ 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 2 階建 

最大出力 9,680 kVA 

日野 平成１１年１月  869.00 ㎡ 
高速道路下部（道路占用） 

最大出力 8,230 kVA 

変電所 

 

最大出力 

29,590 
kVA 立川 平成 ９年２月  707.00 ㎡ 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 2 階建 

最大出力 11,680 kVA 

 

（２）都との関係 

都は、これまでに４０２億８，５２０万円の出資を行っているが、会社が平成２０年度に減資を

行ったため、現在は１億円のうち７９．９％の出資金を有しており、発行済株式１，００８，７８

０株のうち、都は８０５，７０４株を所有している。 

そのほかに、運営基地の土地購入資金として平成元年度に１１５億円、また、平成１１年度に経

営安定化のため１６０億円、合計２７５億円を無利子で貸し付けた。そのうち８９億円については、

平成２０年度に株式化した。 

事業の委託状況については、表３のとおりである。 

 

（表３） 事業の委託状況（平成２１年度分）  （単位：円）

件  名 委託期間 金額（税込） 内  容 

多摩都市モノレール鋼軌道桁落橋防止装

置設置工事の施行に伴う協定  （A) 
H21. 3.27～H22. 3.19 86,845,500  都がインフラ部の耐震化のため実施

多摩都市モノレール健全度調査及び大規

模修繕計画（素案）作成の施行に伴う協

定 （B) 

H21. 4. 1～H22. 3.31 56,701,437 

 部材別の健全度診断を実施し、修繕

工事実施のピークの平準化、ライフサ

イクルコストの縮減を図るための修繕

計画を作成 

（A)・(B)の管理費  12,651,063   

H21. 4. 1～H22. 3.31 6,730,500  多摩センター駅自由通路の管理等 

H21. 4. 1～H22. 3.31 14,616,000  高幡不動駅自由通路の管理等 多摩都市モノレールの軌道施設に含まれ

ない施設等の維持管理に関する覚書に係

る平成２１年度契約 H21. 4. 1～H22. 3.31 22,911,000 

 立川北駅のエレベーター及び自由通

路、立川南駅及び玉川上水駅の自由通

路の管理等 

合  計   200,455,500   

 

３ 組織 

会社は、主たる事務所を立川市泉町１０７８番９２に置き、役員１５名（代表取締役社長１名、常

務取締役１名、取締役１０名、監査役３名）（うち非常勤役員１２名）及び職員１７１名（うち都派遣

職員９名）で、総務部、運輸部の２部をもって構成されている（図１のとおり）。 
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（図１）組織 
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第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

１ 監査の範囲 

第２３期（平成２０．４．１～平成２１．３．３１）及び第２４期（平成２１．４．１～平成２２．

３．３１）の事業について実施した。 

２ 実地監査期間 

（１）都市整備局 平成２２年９月２日及び同月１３日 

（２）会   社 平成２２年９月３日から同月１０日まで 

 

第４ 監査の結果 

１ 経営に関する事項 

平成２１年度の事業実績は、乗客数が１日平均１２万２千余人で前年度（１２万余人）より２千余

人（１．７％）、運輸収入は７４億６，８７７万余円で前年度（７４億５，６１５万余円）より１，２

００万余円（０．２％）、それぞれ増加している。 

経営成績は、営業損益として８億７，４４０万余円の営業利益を計上し、経常損益では２億７，２

６９万余円の経常利益となり、税等を控除した当期純利益は２億３２８万余円となっている。経営成
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績を損益計算（過去５年間）の推移により見ると、営業損益は、平成１６年度から単年度で黒字を継

続しており、平成２０年度から２期連続で経常利益、当期純利益とも黒字となっている。 

財政状態を財務比率の推移で見ると、自己資本比率は、初期の設備投資の多くを長期借入金により

賄ったため平成１９年度末においては債務超過であったが、平成２０年度の財政支援（都の金銭出資

及び債権の株式化、沿線市による固定資産税の減額期間の延長、都・沿線市及び金融機関への債務返

済のリスケジュール）により、平成２０年度からプラスに転じている。 

 次に、経営環境について見ると、開業以来、利用者数は徐々に伸び、人件費の削減等の経営努力も

あり、２期連続で営業利益は黒字となっている。会社は、今後とも運輸収入の増加を図った上で、さ

らに、駅スペース等を有効活用した付帯事業を強化して増収を図っていくことが課題となっている。 

財務事務に関する内部統制については、経理規程に定められている会計方針に基づき処理されてい

る。 

 以上、経営状況で述べたとおり、会社の経営については、平成２０年度の財政支援により債務超過

を解消したことで危機を脱したが、今後も安定的な経営を継続するために経営努力が求められる。 

 会社の事業は、出資目的に沿って運営されていると認められる。 

 

第５ 経営状況の概要 

１ 経営状況について 

（１） 事業実績 

平成１２年１月１０日に全線開業をしており、乗客数は、表４のとおり、過去５年間で、１日当

たり１０万５千余人から１２万２千余人へと約１万７千人（１６．０％）増加しており、これに伴

って、会社の運輸収入も年間６７億６百万余円から７４億６９百万余円へと７億６３百万余円（１

１．４％）増加し、平成２０年度からは経常利益が黒字に転換した。  

乗車人員の伸びに比べて運輸収入の伸びが小さいのは、定期利用者の伸びの方が定期外の利用者

の伸びよりも大きいためと考えられる。これは主に、モノレール沿線の開発の進展や高松駅周辺へ

の官公庁等の移転等により通勤目的の利用が増えたことによるもので、計画利用者数１日当たり１

１万６，０００人を平成２０年度に達成している。 
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（表４）運輸実績（乗車人員：1日平均、運輸収入：年間）         （単位：人、百万円、％） 

平 成 
17 年度 

平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 5 年間 

年  度 

実績 実績 
増
加
率 

実績 
増
加
率 

実績 
増
加
率 

実績 
増
加
率 

増減 
増
加
率 

定 期 56,116  57,873  3.1 62,296 7.6 66,493 6.7 68,472  3.0  12,356 22.0 

定期外 49,532  52,889  6.8 53,181 0.6 54,001 1.5 54,125  0.2  4,593 9.3 

乗
車
人
員 

計 105,648  110,762  4.8 115,477 4.3 120,494 4.3 122,597  1.7  16,949 16.0 

定 期 2,521  2,620  3.9 2,804 7.0 2,986 6.5 3,063  2.6  542 21.5 

定期外 4,185  4,426  5.8 4,439 0.3 4,470 0.7 4,406  △1.4 221 5.3 

運
輸
収
入 

計 6,706  7,046  5.1 7,243 2.8 7,456 2.9 7,469  0.2  763 11.4 

 

（２）経営成績 

  ア 財政支援 

    会社は、平成２０年度中に資金不足となることが見込まれたため、平成２０年４月に、都等か

ら、表５のとおり財政支援を受けている。 

    その考え方は、会社が平成２年３月に立川基地跡地を購入して車両基地を建設しているところ、

他の自治体における軌道事業においては車両基地用地に係る費用を当該自治体が負担しているこ

とから、その費用について都が改めて支援するというものである。 

    手順は、まず、平成２０年４月の臨時株主総会において第三者割当増資の決議を受け、都が総

額２９９億円の出資を行い（①債権の一部８９億円を現物出資、②２１０億円の金銭出資）、この

金銭出資を原資として③借入金の一部１６０億円を繰上返済した。次に、平成２０年６月の定時

株主総会において、④減資の決定を行って累積欠損金約２４５億円を解消し、資本金を１億円に

縮小した。 

    また、沿線５市及び市中金融機関からは、表５のとおり支援を受けた。 

    こうした支援策の効果として、累積欠損金を解消し、繰上返済と債務の株式化により借入金を

減らしたことにより支払利息も減少したため、平成２０年度から当期利益が生じ、財政状況は改

善している。 
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（表５） 財政支援の概要 

既存支援状況 今回支援内容 支援前 支援後 効  果

東京都 金銭出資 ２１０億円 

８９億円 都の債権の株式化 

平成１９年度末 

残債務合計 

 ８７２億７，５１０ 

        万円 

平成２０年度 

支援後の残債務合計 

 ６２３億７，５１０ 

        万円 

債務超過

の解消 

年間返済

額の縮小 

 
無利子 

貸付金 １８６億円 
返済開始時期の８年延期 

返済期間の５年延長 

平成２２年度 

～３１年度 

    （１０年間） 

平成３０年度 

～４４年度 

    （１５年間） 

返済開始

の猶予 

年間返済

額の縮小 

沿線５市  

返済開始時期の１２年延期、

返済期間の１年延長 

平成２２年度 

～３５年度 

    （１４年間） 

平成３４年度 

～４８年度 

    （１５年間） 

返済開始

の猶予 

年間返済

額の縮小 
利子を

定めな

い貸付

金 

７５億円 

利息免除期間の延長 

利息免除：平成７年度～

２０年度 

平成２１年度以降につ

いては別途協議 

利息免除：平成３３年度

まで 

平成３４年度～４８年

度については別途協議 

年間返済

額の縮小 

 
 

固 定 資

産税・都

市 計 画

税 の 減

免 

１／２減額 各市とも１０年延長 

平成２０年度まで 

   立川市   

   東大和市  

平成２２年度まで 

   八王子市 

   日野市   

   多摩市 

平成３０年度まで 

   立川市   

   東大和市  

平成３２年度まで 

   八王子市 

   日野市   

   多摩市 

租税負担

額の縮小 

市中銀行   

  
有利子

貸付金 

約１７８億

円 

繰上返済後の残債務の返済

期間の３年延長 
平成３１年度まで 平成３４年度まで 

年間返済

額の縮小 

日本政策投資銀行   

  
無利子 

貸付金 
約３７億円       

  
有利子

貸付金 

約１４７億

円 

繰上返済後の残債務 

約１４７億円の返済期間の

３年延長 

平成３４年度まで 

平成３７年度まで 
年間返済

額の縮小 

全出資者 
減資 

（株式の償却は行わない。）

資本金 

 ２０５億３９百万円 

出資の 1/2 を資本金に

組み入れ 

３５４億８千万円 

    ↓ 

累積欠損金２４５億円

を解消し減資 

 資本金 １億円 

課税額の 

縮小 

 

  ア 損益計算書項目の比較増減分析 

平成２１年度の経営成績は別表１比較損益計算書のとおりである。 

営業損益は、営業収益７６億８，８４２万余円、営業費６８億１，４０１万余円、営業利益８

億７，４４０万余円である。 

営業収益（７６億８，８４２万余円）は、前年度（７６億９，４７６万余円）に比べて６３４

万余円（０．１％）減少している。これは、運輸実績は１，２６１万余円（０．２％）の微増で

あったが、景気の低迷により広告収入が１，８９５万余円（７．９％）減少したためである。 

営業費用（６８億１，４０１万余円）は前年度（６８億２，７８９万余円）に比べて１，３８
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８万余円（０．２％）減少している。これは、人件費の抑制、契約の見直し等による経費節減努

力によるものである。 

営業外損益について見ると、営業外収益は５,００１万余円で前年度（５，０７２万余円）に比

べて７１万余円（１．４％）減少している。 

また、営業外費用（６億５，１７２万余円）は、前年度（７億８，５８０万余円）に比べて１

億３，４０７万余円（１７．１％）減少している。これは主に、長期借入金の返済に伴い、支払

利息が１億３,２８１万余円減少したことによるものである。 

以上の結果、経常損益は２億７，２６９万余円の経常利益となり、前年度（１億３，１７８ 

万余円の経常利益）に引き続き２期連続の黒字となっている。 

経常利益（２億７，２６９万余円）に特別損失（６，４７８万余円、駅務機器の更新に伴う除

却等）等を考慮した税引き後の当期純利益は２億３２８万余円となっている。 

 

  イ 損益計算の経年分析（過去５年間） 

過去５年間の損益計算の推移は、表６のとおりである。 

営業損益は、平成１７年度から継続して単年度で黒字であり、営業利益は、平成１７年度の５

億７，２１１万余円から平成２１年度の８億７，４４０万余円へと３億２２９万余円（５２．８％）

の増加となっている。 

営業収益は、平成１７年度に比べ、１日平均乗車人数が１６．０％伸びたことにより、６９億

２，９９８万余円から７６億８，８４２万余円へ７億５，８４４万余円（１０．９％）増加して

いる。営業費用は、平成１３年度の７０億４２４万余円から平成１７年度の６３億５，７８６万

余円へと削減してきたところ、平成２１年度は、平成１７年度に比べて、６８億１，４０１万余

円へと４億５，６１５万余円（７．２％）増加している。これは、人件費が、従業員数の削減（２

１人）などにより約１，３５８万余円減少したものの、修繕費が、経年劣化により４億１，１８

７万余円増加したことなどによるものである。また、減価償却費は定額法を採用しているためほ

ぼ同額である。 

    営業外費用については、表７のとおり、かつて支払利息が毎年約１４億円から約１２億円程度

生じており、経常損失計上の原因となっていたところ、都等の支援を受けた平成２０年度から７

億円前後へと減少している。 

最終的な損益は、平成２０年度から当期純利益を計上しており、収支が改善している。 
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（表６） 損益計算の推移（過去５年間）       （単位：百万円、％）

５年間増(△)減 
科目 

平 成 

17 年度 

平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 額 率 

営業収益(A) 6,930 7,266 7,484 7,695 7,688 758 10.9

営業費(B) 6,358 6,491 6,486 6,828 6,814 456 7.2

 人件費 1,240 1,200 1,180 1,228 1,226 △ 14 △ 1.1

 減価償却費 3,477 3,452 3,412 3,308 3,234 △ 243 △ 7.0

営業利益 

(A)-(B)=(C） 
572 775 997 867 874 302 52.8

営業外収益(D) 32 35 31 51 50 18 55.9

営業外費用(E) 1,219 1,187 1,172 786 652 △ 567 △ 46.5

 支払利息 1,219 1,186 1,171 784 652 △ 567 △ 46.6

経常損益 

（減価償却前） 
2,862 3,075 3,268 3,440 3,507 645 22.5

経常利益 

(C)+(D)-(E)=(F) 
△ 615 △ 377 △ 144 132 273 888 144.3

特別損失(G) 140 1,048 20 10 65 △ 75 △ 53.7

税引前当期純利

益 

(F)+(G)=(H) 

△ 755 △ 1,425 △ 163 122 208 963 127.5

住民税(I) 5 5 5 5 5 0 0.0

当期純利益 

(H)+(I)=(J) 
△ 760 △ 1,429 △ 168 117 203 963 126.7

前期繰越利益(K) △ 22,059 △ 22,818 △ 24,248 0 117 22,176 100.5

当期未処理損益 

(J)+(K)＝(L) 
△ 22,818 △ 24,248 △ 24,416 117 321 23,139 101.4

資本金(M) 20,539 20,539 20,539 100 100 △ 20,439 △ 99.5

資本準備金(N) ― ― ― 25,923 25,923 25,923 ―

純資産合計 

(M)+(N)+(L) 
△ 2,279 △ 3,709 △ 3,877 26,141 26,344 28,623 △ 1,255.9
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（表７） 参考：平成１３年度から平成１７年度の損益計算の推移  （単位：百万円、％）

５年間増(△)減 
科  目 

平  成 

13 年度 

平  成

14 年度 

平  成

15 年度 

平  成

16 年度 

平  成 

17 年度 額 率 

営業収益(A) 5,719 5,893 6,176 6,538 6,930 1,211 21.2

営業費(B) 7,004 6,937 6,706 6,342 6,358 △ 646 △ 9.2

  人件費 1,617 1,542 1,440 1,264 1,240 △ 377 △ 23.3

  減価償却費 3,449 3,479 3,491 3,488 3,477 28 0.8

営業損益(C） △ 1,285 △ 1,044 △ 530 196 572 1,857 － 

営業外収益(D) 43 57 46 28 32 △ 11 △ 25.1

営業外費用(E) 1,732 1,691 1,427 1,307 1,219 △ 513 △ 29.6

  支払利息 1,489 1,464 1,399 1,307 1,219 △ 270 △ 18.1

経常損益 

（減価償却前） 
474 801 1,580 2,406 2,862 2,388 503.8

経常損益 

（C)+(D)-(E)=(F) 
△ 2,975 △ 2,678 △ 1,911 △ 1,082 △ 615 2,360 △ 79.3

特別損失(G) 0 0 0 16 140 140 － 

住民税(H) 5 5 5 5 5 0 － 

当期純損失 

 (G)+(H)-(F)=(I) 
2,979 2,683 1,916 1,102 760 △ 2,220 △ 74.5

前期繰越損失(J) 13,379 16,358 19,041 20,957 22,059 8,680 64.9

当期未処理損失 

 (I)+(J)=(K) 
16,358 19,041 20,957 22,059 252,818 6,460 39.5

資本金(L) 20,539 20,539 20,539 20,539 20,539 0 － 

差 (L)-(K) 4,181 1,498 △ 418 △ 1,520 △ 2,279 △ 6,460 － 

 

 ウ 経営比率等による経営成績の分析 

   会社の収益性・効率性を示す経営比率は、表８のとおりである。 

① 総費用対総収益比率は、支払利息の減少により総費用が減少したこと、営業利益が増加して

いることなどにより比率が増加している。 

② インタレスト・カバレッジ・レシオ（金融費用の支払能力の指標）は、長期借入金の返済が

進み、改善している。 

 

 （表８）　経営比率

年度

項目

事業利益　(注)

経営資本

営業利益

営業収益

営業収益

経営資本

総費用

総収益

事業利益　

支払利息

(注)　事業利益＝営業利益＋受取利息・受取配当金　経営資本＝総資本－投資　総資本＝負債＋自己資本

0.7 0.9 1.1 1.3

119.6% 102.2% 98.5% 97.4%

0.1 0.1 0.1 0.1

10.7% 13.3% 11.3% 11.4%

平　成
20年度

平　成
21年度

0.9% 1.2% 1.0% 1.0%

算式
平　成
18年度

平　成
19年度

0.5

平　成
17年度

0.6%

8.3%

0.1

110.9%

インタレスト・カバレッジ

レシオ　　　　　　（倍）

経営資本事業利益率

営業収益営業利益率

経営資本回転率（回）

総費用対総収益比率
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利用者一人当たりの営業収益及び営業費用の推移（過去５年間）は、表９のとおりであり、運輸収

入の伸び以上に定期利用者の増加による利用者数の伸びが大きかった（前出表３）ため、利用者一人

当たりの収益は１８０円から１７２円へと８円（４．４％）減少したものの、営業費用は、人件費節

減等の経営努力により１６５円から１５２円へと１３円（７．９％）減少しており、その結果、利用

者一人当たりの営業損益は、１５円から２０円の利益へと５円（３３．３％）増加している。 

 

（表９）利用者一人当たりの営業収益及び営業費用の推移（過去５年間） 

 （単位：千人、円、％）

5年間増(△)減 
  

平 成 

17 年度 

平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 額 率 

年間利用者数 38,562 40,428 42,264 43,980 44,748 6,186 16.0

営業収益／利用者

一人当たり 
180 180 177 175 172 △ 8 △ 4.4

営業費用／利用者

一人当たり 
165 161 153 155 152 △ 13 △ 7.9

営業損益／利用者

一人当たり 
15 19 24 20 20 5 33.3

 

なお、会社の従業員数は、５年間で１９２人から１７１人へと２１人（１０．９％）減少しており、

経営努力により生産性を高めてきたと考えられる。 

その結果、従業員一人当たりの営業収益及び営業費用の推移（過去５年間）は、表１０のとおりで

あり、従業員一人当たりの営業費用は、３，３１１万余円から３，９８４万円へと６７３万余円（２

０．３％）の増加となっているものの、営業収益は３，６０９万余円から４，４９６万余円へと８８

６万余円（２４．６％）増加していることから、従業員一人当たりの営業損益は、２９８万余円から

５１１万余円（７１．６％）の利益へと２１３万余円の増加となっている。 

 

（表１０）従業員一人当たりの営業収益及び営業費用の推移（過去５年間） 

          （単位：人、千円、％）

5年間増(△)減 
年  度 

平 成 

17 年度 

平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 額 率 

年度末従業員数 192 184 176 168 171 △ 21 △ 10.9

営業収益／従業員一

人当たり 
36,094 39,490 42,522 45,802 44,962 8,868 24.6 

営業費用／従業員一

人当たり 
33,114 35,276 36,855 40,642 39,848 6,734 20.3 

営業損益／従業員一

人当たり 
2,980 4,214 5,667 5,160 5,113 2,133 71.6 

 

（３）財政状態 

 ア 貸借対照表項目の比較増減分析 

平成２１年度末における財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおり、資産合計８４６億７０６
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万余円、負債合計５８２億６，３０７万余円、純資産合計２６３億４，３９９万余円となっている。 

資産は、平成２０年度（８７０億６，９６２万余円）と比較して２４億６，２５５万余円（２．

８％）減少している。これは主に、流動資産が８億８，５４０万余円増加したものの、固定資産が

３３億１，７９５万余円減少したためである。 

流動資産（７５億６，２６２万余円）は、前年度（６６億７，７２１万余円）と比較して８億８，

５４０万余円（１３．３％）増加している。これは主に、現金預金が４０億１，４９５万余円減少

したものの、有価証券が４８億７，０５６万余円増加したことによるもので、現金預金の減少は、

譲渡性預金へ振り替えられたことによるものである。有価証券の増加は、このほかに、保有してい

る投資有価証券において償還まで１年以内となったものが生じたことによる。 

固定資産（７７０億４，４４４万余円）は、前年度（８０３億９，２４０万余円）と比較して３

３億４，７９６万余円減少している。これは主に、有形固定資産の減価償却によるものである。 

負債は、前年度（６０９億２，８９２万余円）と比較して２６億６，５８４万余円（４．４％）

減少している。これは、流動負債が７，４３１万余円、固定負債が２５億９，１５２万余円、それ

ぞれ減少したためである。 

流動負債の減少は、主に、未払金が２，２７２万余円増加したものの、未払費用が６，９３９万

余円、未払消費税が２，０８５万余円、短期借入金が１，６１５万余円それぞれ減少したことによ

るものである。 

固定負債の減少は、主に、長期借入金が２６億２，００６万余円減少したことによるもので、借

入金の返済によるものである。 

 

  イ 資産及び負債の経年分析（過去５年間） 

過去５年間の資産及び負債の推移は、表１１のとおりである。 

    流動資産は、平成１７年度の７３億４４１万余円から、平成２１年度の７５億６，２６２万余円

へと２億５，８２１万余円（３．５％）増加している。これは主に、現金預金が平成１７年度の６

１億１，８０２万余円から、平成２１年度の２２億５，６９１万余円へと３８億６，１１１万余円

（６３．１％）減少しているものの、有価証券が３８億７，０５６万余円増加したことによるもの

である。  

固定資産は、平成１７年度の８８３億８，９８９万余円から、平成２１年度の７７０億４，４４

４万余円へと１１３億４，５４５万余円（１２．８％）減少している。 

有形固定資産の内訳は、運営基地等の土地（３０１億３，１９３万余円）のほか、本社ビル及び

車庫等の建物（１６３億２，６６９万余円）、電路及び可動式安全柵等の構築物（１５９億５，９３

３万余円）等である。土地以外の有形固定資産は、毎年、定額法により減価償却されている。 

投資等は、長期の投資資産や長期前払費用などであり、平成１７年度の４，１０２万余円から平

成２１年度の６億８，８１０万余円へと６億４，７０８万余円（１，５７７．４％）増加している。

これは、都等からの支援を受けた結果生じた資金を運用することとして、有価証券を購入したこと
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によるものである。 

負債のうち、長期借入金は、平成１７年度の９１４億２３０万円から平成２１年度の５４２億８，

１４７万余円へと３７１億２，０８２万円（４０．６％）減少している。 

なお、長期借入金のうち、１年以内に返済期日が到来するもの（平成２１年度末２６億２，００

６万余円）は、流動負債の短期借入金（２８億２，１１８万円）に計上されている。 

 

（表１１） 資産及び負債の状況（過去５年間）     （単位：百万円、％）

５年間増(△)減 
    

平 成  

17 年度 

平 成  

18 年度 

平 成  

19 年度 

平 成  

20 年度 

平 成

21 年度 額 率 

流動資産 7,304 3,661 2,094 6,677 7,563 258 3.5

 現金預金（ア） 6,118 2,414 1,169 6,272 2,257 △ 3,861 △ 63.1

 有価証券（イ） 1,000 1,000 500 0 4,871 3,870 387.0

 その他 186 247 425 405 435 249 133.6

固定資産 88,390 85,704 82,560 80,392 77,044 △ 11,345 △ 12.8

 有形固定資産 88,299 85,602 82,272 79,051 75,965 △ 12,334 △ 14.0

  土地 30,132 30,132 30,132 30,132 30,132 0 0.0

  建物 19,097 18,373 17,672 16,990 16,327 △ 2,770 △ 14.5

  構築物 19,918 18,874 17,891 16,907 15,959 △ 3,958 △ 19.9

  その他 19,152 18,224 16,578 15,022 13,547 △ 5,605 △ 29.3

 無形固定資産 50 68 243 309 391 341 684.6

 投資等（ウ） 41 33 45 1,033 688 647 1,577.4

資産合計 95,694 89,364 84,654 87,070 84,607 △ 11,087 △ 11.6

（参考）(ｱ)＋(ｲ)＋(ｳ) 7,159 3,447 1,714 7,305 7,816 656 9.2

  

流動負債 6,504 6,365 6,585 3,911 3,836 △ 2,668 △ 41.0

 短期借入金（エ） 5,528 5,472 5,417 2,837 2,821 △ 2,707 △ 49.0

 その他 976 893 1,168 1,073 1,015 39 3.9

固定負債 91,469 86,708 81,946 57,018 54,427 △ 37,042 △ 40.5

 長期借入金（オ） 91,402 86,630 81,858 56,902 54,281 △ 37,121 △ 40.6

 その他 67 78 88 117 145 78 117.2

負債合計 97,974 93,073 88,531 60,929 58,263 △ 39,711 △ 40.5

 資本金 20,539 20,539 20,539 100 100 △ 20,439 △ 99.5

 資本準備金    －    －    － 25,923 25,923 25,923 －

 利益剰余金(欠損金） △ 22,818 △ 24,248 △ 24,416 117 321 23,139 △ 101.4

純資産合計 △ 2,279 △ 3,709 △ 3,877 26,141 26,344 28,623 △ 1,255.7

負債・純資産合計 95,694 89,364 84,654 87,070 84,607 △ 11,087 △ 11.6

（参考）（エ）＋（オ） 96,930 92,103 87,275 59,739 57,103 △ 39,828 △ 41.1



 - 344 -

ウ 財務比率等による財政状態の分析 

    借入金及び支払利息の状況は、表１２のとおりであり、平成２１年度末における借入金残高は、

５７１億２６５万余円となっている。また、借入金の償還予定等は、表１３のとおりである。 

 

（表１２） 借入金及び支払利息の状況 （単位：千円）

年度 

項目 

平 成 

１７年度 

平 成 

１８年度 

平 成 

１９年度 

平 成 

２０年度 

平 成 

２１年度 

借入金 

長期借入金 96,174,300 91,402,300 86,630,300 59,521,612 56,901,544

 
 

短期借入金 756,000 700,400 644,800 217,216 201,112

計 96,930,300 92,102,700 87,275,100 59,738,878 57,102,656

支払利息 

長期借入金 1,205,957 1,173,184 1,156,610 779,097 648,391
  

短期借入金 12,785 12,864 14,472 5,254 3,142

計 1,218,742 1,186,048 1,171,082 784,351 651,533

 

（表１３） 借入金の償還状況      （単位：百万円）

償還予定額 

区  分 

借 

入 

額 

要 

返 

済 

額 

既 

償 

還 

額 

平成 

21 年 

度末 

残高 

平 成

22 年度

平 成

23 年度

平 成 

24 年度 

平成 

24 年 

度末 

残高 

償還期間

（年度）

無利子 44,700 35,800 7,548 28,252 776 688 384 26,404   

東京都 27,500 18,600 0 18,600 0 0 0 18,600 H30～H44

沿線５市 7,500 7,500 0 7,500 0 0 0 7,500 H34～H48
 

日本政策 

投資銀行 
9,700 9,700 7,548 2,152 776 688 384 304 H10～H37

有利子 87,300 69,300 40,449 28,851 1,860 1,948 2,258 22,784   

日本政策 

投資銀行 
38,800 29,800 16,123 13,677 534 622 932 11,588 H10～H37

 

市中金融機関 48,500 39,500 24,326 15,174 1,326 1,326 1,326 11,196 H12～H34

計 132,000 105,100 47,997 57,103 2,636 2,636 2,642 49,188   

(注) 東京都への要返済額は債権の株式化により減少した。日本政策投資銀行、市中金融機関への要返済額は 

借換えにより減少した。 

 

会社の財政状況を示す財務比率は、表１４のとおりである。 

① 流動比率は、財政支援を受けて改善し、１００％を越えている。 

② 自己資本比率は、初期の設備投資の多くを長期借入金により賄ったために債務超過となっていた

平成１９年度まではマイナスであったが、財政支援を受けてからは改善している。 

  ③ 固定長期適合比率は、財政支援を受けて長期借入金が減少し固定負債が減少したことなどに 

より改善している。 
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（表１４） 財務比率       （単位：％）

年度 

項目 

平 成 

17 年度 

平 成 

18 年度 

平 成 

19 年度 

平 成 

20 年度 

平 成 

21 年度 
算 式 

流動資産 
流 動 比 率 112.3% 57.5% 31.8% 170.8% 197.1% 

流動負債 

自己資本 
自 己 資 本 比 率 △ 2.4% △ 4.2% △ 4.6% 30.0% 31.1% 

総資本 (注) 

固定資産 
固定長期適合比率 99.0% 103.3% 105.8% 96.7% 95.4% 

長期資本 (注) 

(注) 総資本＝負債＋自己資本 長期資本＝自己資本＋固定負債  

 

 エ キャッシュフローの分析 

   キャッシュフロー計算書は作成されていないが、試算したところ、現金・預金残高は４０億１，

４９６万余円の減少、営業活動により３４億４，２４３万余円を調達し、投資活動により４８億２，

１１７万余円を、財務活動により２６億３，６２２万余円を、それぞれ使用している。 

 

（４）経営環境に関する評価 

事業の経営環境について、営業活動、財務活動等の観点から確認を行った結果、事業環境及び事業

運営について、次のとおり、留意すべき点が見受けられた。 

（ア）事業環境 

   沿線開発の進展や、高松駅周辺に官公庁が移転してきたことなどにより、開業以来、利用者数

は徐々に伸びている。 

（イ）事業運営 

   開業以来利用者数が徐々に伸びていることに加え、人件費の削減等の経営努力もあって、平成

１６年度からは、営業損益は黒字を継続している。また、財政支援を受けた結果、長期借入金が

もたらす負担は軽減され、最低水準に達する平成３１年度においても５億円以上の資金残高を確

保できる見込みであり、また、平成４８年度には債務を完済する見込みとなっている。 

会社は、本業である輸送事業において、鉄道各社と連携したＩＣカード乗車券（ＰＡＳＭＯ）

の導入、３社線との連絡定期券の発売など、利用者の利便性を向上させている。今後も、モノレ

ール利用者増加に向けてイベント列車の企画や各種セット券の販売等によるＰＲ活動に更に力を

入れるなど、引き続き運輸収入の増加を図る必要がある。 

さらに、駅スペース等を有効活用した輸送事業以外の事業を強化して増収を図っていくことが

課題となっているが、モノレールの構造的な特質として、軌道が公道の上部に設置され駅舎に余

剰スペースが少ないことから、まとまった規模での活用可能なスペースが少なく、輸送事業以外

の事業で大幅な収益を上げることが難しい。しかしながら、表１５のとおり規模が近似している

大阪モノレール（大阪高速鉄道株式会社）と比較すると、表１６のとおり、同社においては１日

平均乗車人数が１，５００人程度の駅でも小規模な売店（駅員が販売員を兼ねるモノショップ）
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を設置するなどの工夫をし、監査事務局において試算したところ、売店等による収益は多摩都市

モノレールの約３．５倍である。また、表１７のとおり、大阪モノレールは運輸収入による収益

の割合が多摩都市モノレールよりも低く、輸送事業以外の事業により効率的に収益を上げている

ことがわかる。 

会社が活用できる資源は限られてはいるが、１日平均乗車人員１万人以上の駅におけるボード

広告契約数について見てみると契約率が低い駅があるなど、会社には、輸送事業以外の事業にお

いて増収を図るため更なる努力が求められる。 

会社は、多摩南北を結ぶ地域交通機関として、多摩地域の人の交流と地域の発展に貢献するた

め、今後とも、債務の返済に向けて経営を安定化させていく必要がある。 

 

(表１５) 

① 大阪モノレールとの規模の比較 

  
多摩都市 

モノレール 

大   阪 

モノレール 

営業キロ(km) 16.0 
本線     21.2 

彩都線     6.8  

所要時間(分) 36 
本線      36  

彩都線     11  

駅    数 19 18 

車    両 4 両×16 編成 4 両×21 編成 

構    造 
全線複線 

高架専用軌道 

全線複線 

高架専用軌道 

方    式 
跨座式 

ﾜﾝﾏﾝ自動列車運転 

跨座式 

ﾜﾝﾏﾝ自動列車運転 

１日平均乗車員数(人) 122,597 99,093 

最大駅 18,395 16,207 
 

最小駅 880 770 

主な出資者 東京都 79.87% 大阪府 65.1% 

資本金 １億円 １４５．３億円 

２億円 ９．５億円 
当期純利益 

２期連続経常黒字 ９期連続経常黒字 

累積損失 2008 年度解消 2015 年度解消見込み 
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② 大阪モノレールとの財政指標の比較（２１年度決算数値） 

 
多摩都市 

モノレール

大   阪

モノレール
算式 

事業利益 
経営資本事業利益率 1.0% 6.8%

経営資本 

営業利益 
営業収益営業利益率 11.4% 24.8%

営業収益 

営業収益 
経営資本回転率（回） 0.1 0.3

経営資本 

総費用 
総費用対総収益比率 97.4% 90.0%

総収益 

事業利益 インタレスト・カバレッジ・ 

レシオ（倍） 
1.3 3.5 

支払利息 

流動資産 
流動比率 197.1% 123.5%

流動負債 

 自己資本 
自己資本比率 31.1% 13.2%

負債＋自己資本 

固定資産 
固定長期適合比率 95.4% 74.4%

長期資本 

借入金残高 
借入金比率 67.5% 80.4%

総資産 

(注) 大阪モノレールの借入金比率は「平成２２年度大阪府指定出資法人経営評価報告書」による。 

 

（表１６） 駅別売店設置状況の比較（常設店舗がある駅のみ） 

多摩都市モノレール 大阪モノレール 

駅名 店舗等 
１日平均 

乗車人数 
駅名 店舗等 

１日平均 

乗車人数 

多摩センタ

ー 
売店 17,292 千里中央 コンビニ、ATM 16,207 

中央大学 

・明星大学 
コンビニ 15,242 南茨木 べーカリー 12,137 

高幡不動 売店 12,919 門真市 ミニコンビニ 10,687 

万願寺 売店 3,402 山田 モノショップ 6,617 

大日 ATM 6,095 

少路 モノショップ 4,456 立川北 

売店、ミニコンビニ、

ATM、床屋、スピード写

真 

18,395 

柴原 薬局 4,311 

立川南 売店、宝くじ、軽食 14,356 南摂津 モノショップ 3,953 

玉川上水 売店 10,006 阪大病院前 モノショップ、薬局 2,748 

上北台 売店 5,977 摂津 モノショップ 2,408 

大塚・帝京 

大学 
なし 3,609 沢良宜 モノショップ 1,566 

（注） モノショップ  駅員が販売員を兼ねる売店   
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（表１７） 平成２１年度における収益構造の比較     

 ① 大阪モノレール（２１年度実績）   （単位：千円）  

   営業収益 
営業収益に 

占める割合 

営業利益 

（推定） 
 

 営業収益 9,524,556    

  運輸収入 8,670,561 91.1% 2,195,164  

  運輸雑収  (A) 853,995 8.9% 171,622  

   (A)に占める割合    

 
流通事業（コンビニ・売店） 604,008 

  70.7% 121,384  

 ビル事業 221,947  26.0% 44,603  

 

  

駐輪場事業 28,040  3.3% 5,635  

 (注) 軌道事業の営業収入は「運輸収入」、兼業事業の営業収入は「運輸雑収」とした。 

 (注) 運輸雑収の項目別営業利益は、営業収益の実績から費用を推定して算出した。 

 
(注) 運輸雑収の項目別営業利益、運輸雑収に占める割合は、「平成２２年度大阪府指定出資法人経営 

評価報告書」による。 

 (注) その他は大阪高速鉄道株式会社の平成２１年度損益計算書による。 

        

 ② 多摩都市モノレール（２１年度実績）   （単位：千円）

   営業収益 
営業収益に 

占める割合 
備  考 

 営業収益 7,688,423     

  運輸収入 7,468,773 97.1%   

  運輸雑収 219,650 2.9% 付帯事業全体 

   売店の納付金額 34,816 0.5%
売店売上の営業利益に相

当 
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（別表１）比較損益計算書                             (単位：円、％) 

第２４期 

（平成 21.4.1～ 

平成 22.3.31） 

第２３期 

（平成 20.4.1～ 

平成 21.3.31） 

増（△）減 

金額 率 
科目 

金額（Ａ） 金額（Ｂ） 
（Ｃ=A-B） （C/B×100） 

1 営業収益  7,688,422,778 7,694,763,329 △ 6,340,551 △ 0.1

運輸収入  7,468,773,205 7,456,156,224 12,616,981 0.2

 

運輸雑収  219,649,573 238,607,105 △ 18,957,532 △ 7.9

2 営業費  6,814,016,518 6,827,897,081 △ 13,880,563 △ 0.2

運送費  3,211,295,963 3,041,584,454 169,711,509 5.6

一般管理費  186,128,596 197,262,746 △ 11,134,150 △ 5.6

諸税  182,802,680 280,763,800 △ 97,961,120 △ 34.9

 

減価償却費  3,233,789,279 3,308,286,081 △ 74,496,802 △ 2.3

3 営業利益 (1-2) 874,406,260 866,866,248 7,540,012 0.9

4 営業外収益  50,011,121 50,727,727 △ 716,606 △ 1.4

受取利息及び配当金 2,881,884 9,940,182 △ 7,058,298 △ 71.0

受託手数料  18,896,315 18,612,912 283,403 1.5 

雑収入  28,232,922 22,174,633 6,058,289 27.3

5 営業外費用 651,724,789 785,804,500 △ 134,079,711 △ 17.1

支払利息  651,532,957 784,350,746 △ 132,817,789 △ 16.9

 

雑支出  191,832 1,453,754 △ 1,261,922 △ 86.8

6 経常利益 (3+4-5) 272,692,592 131,789,475 140,903,117 106.9

7 特別損失  64,782,663 9,765,578 55,017,085 563.4

 固定資産除却損 64,782,663 9,765,578 55,017,085 563.4

8 税引前当期利益 (6-7) 207,909,929 122,023,897 85,886,032 70.4

9 住民税  4,620,000 4,620,000 0 0

10 当期純利益 (8-9) 203,289,929 117,403,897 85,886,032 73.2
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(別表２)比較貸借対照表                              （単位：円、％） 

第２４期 第２３期 

（平成 22.3.31） （平成 21.3.31） 
増（△）減 

金額 率 
科目 

金額（Ａ） 構成率 金額（Ｂ） 構成率
（Ｃ=A-B） （C/B×100）

流動資産 7,562,624,207 8.9 6,677,218,088 7.7 885,406,119 13.3

 現金預金 2,256,913,697 2.7 6,271,873,531 7.2 △ 4,014,959,834 △ 64.0

 未収運賃 135,834,696 0.2 116,944,993 0.1 18,889,703 16.2

 有価証券 4,870,562,732 5.8 - - 4,870,562,732 -

 貯蔵品 54,639,669 0.1 65,754,013 0.1 △ 11,114,344 △ 16.9

 前払費用 5,724,828 0.0 5,323,418 0.0 401,410 7.5

 未収金 230,678,108 0.3 211,028,505 0.2 19,649,603 9.3

 その他流動資産 8,270,477 0.0 6,293,628 0.0 1,976,849 31.4

固定資産 77,044,445,330 91.1 80,392,407,568 92.3 △ 3,347,962,238 △ 4.2

 有形固定資産 75,965,312,935 89.8 79,050,878,540 90.8 △ 3,085,565,605 △ 3.9

  土地 30,131,939,102 35.6 30,131,939,102 34.6 0 0

  建物 16,326,699,316 19.3 16,989,993,431 19.5 △ 663,294,115 △ 3.9

  構築物 15,959,336,537 18.9 16,906,739,881 19.4 △ 947,403,344 △ 5.6

  車両運搬具 6,525,637,794 7.7 7,063,503,838 8.1 △ 537,866,044 △ 7.6

  機械装置 6,608,134,117 7.8 7,473,282,514 8.6 △ 865,148,397 △ 11.6

  工具器具備品 412,168,469 0.5 485,419,774 0.6 △ 73,251,305 △ 15.1

  建設仮勘定 1,397,600 0.0 - - 1,397,600 －

 無形固定資産 391,028,045 0.5 308,784,200 0.4 82,243,845 26.6

  電話加入権 3,276,000 0.0 3,276,000 0.0 0 0

  ソフトウェア 387,752,045 0.5 305,508,200 0.4 82,243,845 26.9

 投資等 688,104,350 0.8 1,032,744,828 1.2 △ 344,640,478 △ 33.4

  投資有価証券 643,965,448 0.8 1,000,000,000 1.1 △ 356,034,552 △ 35.6

  出資金 50,000 0.0 50,000 0.0 0 0

  保証金 50,000 0.0 50,000 0.0 0 0

  長期前払費用 44,038,902 0.1 32,644,828 0.0 11,394,074 34.9

資産合計 84,607,069,537 100 87,069,625,656 100 △ 2,462,556,119 △ 2.8
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                              （単位：円、％） 

第２４期 

（平成 22.3.31） 

第２３期 

（平成 21.3.31） 
増（△）減 

金額 率 
科目 

金額（Ａ） 構成率 金額（Ｂ） 構成率
（Ｃ=A-B） （C/B×100）

流動負債 3,836,188,530 4.5 3,910,507,688 4.5 △ 74,319,158 △ 1.9

 短期借入金 2,821,180,000 3.3 2,837,334,000 3.3 △ 16,154,000 △ 0.6

 
（うち一年以内返済予定 

長期借入金） 
2,620,068,000 (-) 2,620,068,000 (-) 0 (0)

 未払金 251,617,814 1.0 228,892,691 0.3 22,725,123 9.9

 未払費用 353,213,172 0.4 422,606,087 0.5 △ 69,392,915 △ 16.4

 未払住民税 4,620,000 0.0 4,620,000 0.0 0 0

 未払消費税 32,290,044 0.0 53,140,123 0.1 △ 20,850,079 △ 39.2

 預り金 11,913,587 0.0 12,282,047 0.0 △ 368,460 △ 3.0

 前受運賃 332,023,413 0.4 331,025,836 0.4 997,577 0.3

 預り保証金 26,760,000 0.0 16,760,000 0.0 10,000,000 60

 その他の流動負債 2,570,500 0.0 3,846,904 0.0 △ 1,276,404 △ 33

固定負債 54,426,887,802 64.3 57,018,414,692 65.5 △ 2,591,526,890 △ 4.5

 長期借入金 54,281,476,000 64.2 56,901,544,000 65.4 △ 2,620,068,000 △ 4.6

 退職給付引当金 145,411,802 0.2 116,870,692 0.1 28,541,110 24.4

負債合計 58,263,076,332 68.9 60,928,922,380 70.0 △ 2,665,846,048 △ 4.4

資本金 100,000,000 0.1 100,000,000 0.1 0 0

資本剰余金 25,923,299,379 30.6 25,923,299,379 29.8 0 0

 その他資本剰余金 25,923,299,379 30.6 25,923,299,379 29.8 0 0

利益剰余金 320,693,826 0.4 117,403,897 0.1 203,289,929 173.2

 その他利益剰余金 320,693,826 0.4 117,403,897 0.1 203,289,929 173.2

純資産合計 26,343,993,205 31.1 26,140,703,276 30.0 203,289,929 0.8

負債・純資産合計 84,607,069,537 100 87,069,625,656 100 △ 2,462,556,119 △ 2.8
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株主資本等変動計算書 

（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで） 

       

      （単位：円）

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金
項目 

資本金 そ の 他 

資本剰余金 繰越利益剰余金 

株主資本計 
純資産合計 

前期末残高 100,000,000 25,923,299,379 117,403,897 26,140,703,276 26,140,703,276

当期変動額  0  0  0               -               -

 当期純利益             -                  - 203,289,929 203,289,929 203,289,929

当期変動額合計             -                  - 203,289,929 203,289,929 203,289,929

当期末残高 100,000,000 25,923,299,379 320,693,826 26,343,993,205 26,343,993,205

 

 


